
�愛媛県告示第１８６８号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく

特定施設の設置の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び今

治市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

日本食研株式会社

今治市富田新港一丁目３番地

代表取締役 大沢一彦

２ 事業場の名称及び所在地

日本食研株式会社食品研究工場・ハム研究工場

今治市富田新港一丁目３番地

３ 特定施設に関する事項
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告 示

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第５号 ハ湯煮施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり１，５００キログラム処理

工事の着手予定年月日 平成１８年５月１日から順次

工事の完成予定年月日 平成１８年１２月３１日

使用開始の予定年月日 完成後順次使用開始

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要

有り（３～４月、７～８月、１１～１２月
増加）

特定施設か

ら排出され

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３．２～３．５

最大 ３．０～３．２

工事の完成予定年月日 平成１８年１２月３１日

使用開始の予定年月日 完成後順次使用開始

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要

有り（３～４月、７～８月、１１～１２月
増加）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３．２～３．５

最大 ３．０～３．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３，０００

最大 ３，６００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，０００

最大 １，２００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３６

最大 ４４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ７．２

最大 ９．６

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令
第１８８号。以下「政令」という。）別
表第１第５号 ハ湯煮施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり２，８００キログラム処理

工事の着手予定年月日 平成１８年５月１日から順次

毎週（火・金）曜日発行 第１５９０号 平成１６年９月７日

平成１６年９月７日火曜日 第１５９０号
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� ニーダー（８基：�１３～�２０）

� ニーダー（６基：�２１～�２６）

� ニーダー（９基：�２７～�３５）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第５号 ハ湯煮施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり６００キログラム処理

工事の着手予定年月日 平成１８年５月１日から順次

工事の完成予定年月日 平成１８年１２月３１日

使用開始の予定年月日 完成後順次使用開始

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要

有り（３～４月、７～８月、１１～１２月
増加）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３．２～３．５

最大 ３．０～３．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３，０００

最大 ３，６００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，０００

最大 １，２００

工事の着手予定年月日 平成１８年５月１日から順次

工事の完成予定年月日 平成１８年１２月３１日

使用開始の予定年月日 完成後順次使用開始

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要

有り（３～４月、７～８月、１１～１２月
増加）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３．２～３．５

最大 ３．０～３．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３，０００

最大 ３，６００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，０００

最大 １，２００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３６

最大 ４４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５．２

最大 ６．５

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第５号 ハ湯煮施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり８００キログラム処理

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第５号 ハ湯煮施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり１，０００キログラム処理

工事の着手予定年月日 平成１８年５月１日から順次

工事の完成予定年月日 平成１８年１２月３１日

使用開始の予定年月日 完成後順次使用開始

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要

有り（３～４月、７～８月、１１～１２月
増加）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３．２～３．５

最大 ３．０～３．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３，０００

最大 ３，６００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，０００

最大 １，２００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３６

最大 ４４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５．６

最大 ７．０

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３，０００

最大 ３，６００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，０００

最大 １，２００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３６

最大 ４４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９．０

最大 １０．８
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� サブタンク�３６

� サブタンク（９基：�３７～�４５）

� サブタンク（２基：�４６、�４７）

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第５号 ハ湯煮施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり８００キログラム処理

工事の着手予定年月日 平成１８年５月１日から順次

工事の完成予定年月日 平成１８年１２月３１日

使用開始の予定年月日 完成後順次使用開始

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要

有り（３～４月、７～８月、１１～１２月
増加）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３．２～３．５

最大 ３．０～３．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３，０００

最大 ３，６００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，０００

最大 １，２００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３６

最大 ４４

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要

有り（３～４月、７～８月、１１～１２月
増加）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３．２～３．５

最大 ３．０～３．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３，０００

最大 ３，６００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，０００

最大 １，２００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３６

最大 ４４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３．９

最大 ５．２

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第５号 ハ湯煮施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり１，０００キログラム処理

工事の着手予定年月日 平成１８年５月１日から順次

工事の完成予定年月日 平成１８年１２月３１日

使用開始の予定年月日 完成後順次使用開始

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第５号 ハ湯煮施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり１，５００キログラム処理

工事の着手予定年月日 平成１８年５月１日から順次

工事の完成予定年月日 平成１８年１２月３１日

使用開始の予定年月日 完成後順次使用開始

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要

有り（３～４月、７～８月、１１～１２月
増加）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３．２～３．５

最大 ３．０～３．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３，０００

最大 ３，６００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，０００

最大 １，２００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３６

最大 ４４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４．２

最大 ５．６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３６

最大 ４４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３．６

最大 ４．８
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� サブタンク（１２基：�４８～�５９）

４ 汚水等の処理施設に関する事項

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

�������
�愛媛県告示第１８６９号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １７

最大 ２５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４１０

最大 ４９０

備考 この他に雨水排水口が４ケ所ある。

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和＋脱窒＋担体法＋活性汚泥法＋凝
集沈殿法＋砂ろ過＋活性炭吸着

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３．２～３．５

最大 ３．０～３．２

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３，０００

最大 ３，６００

通常 １７

最大 ２５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，０００

最大 １，２００

通常 １０

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １２０

通常 １０

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３６

最大 ４４

通常 １．０

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４１０

最大 ４９０

通常 ４１０

最大 ４９０

工事の着手予定年月日 平成１７年４月１日

工事の完成予定年月日 平成１８年３月３１日

使用開始の予定年月日 完成後直ちに

処 理 施 設 の 種 類 生物処理＋物理処理＋化学処理

処 理 施 設 の 型 式 生物処理＋物理処理＋化学処理

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１７メートル 横８８メートル
高さ１０メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり４９０立方メートル処理

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第５号 ハ湯煮施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり５００キログラム処理

工事の着手予定年月日 平成１８年５月１日から順次

工事の完成予定年月日 平成１８年１２月３１日

使用開始の予定年月日 完成後順次使用開始

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要

有り（３～４月、７～８月、１１～１２月
増加）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３．２～３．５

最大 ３．０～３．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３，０００

最大 ３，６００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，０００

最大 １，２００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３６

最大 ４４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２．４

最大 ３．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３．６

最大 ４．８
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特定施設の構造等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に

規定する書面は、愛媛県庁及び今治市役所において告示の日

から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

日本食研株式会社

今治市富田新港一丁目３番地

代表取締役 大沢一彦

２ 事業場の名称及び所在地

日本食研株式会社食品研究工場・ハム研究工場

今治市富田新港一丁目３番地

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第

１第２号イ、ロ、ハ、第５号ロ、ハ

４ 変更しようとする事項の内容

汚水等の処理の方法並びに排出水の汚染状態及び量の変

更

５ 汚水等の処理施設に関する事項

６ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

�������
�愛媛県告示第１８７０号
弓削町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・土生地区）の施行は、適当と

認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６

条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定によ

り、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい

排水）・土生地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１６年９月８日から１０月７日まで

３ 縦覧場所

弓削町役場

�������
�愛媛県告示第１８７１号
小田町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（農道）・蔵ヶ谷地区）の施行は、適当と認めら

れるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２

第５項において準用する同法第８条第６項の規定により、次

のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）

・蔵ヶ谷地区）計画書の写し

� 小田町営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関す

る条例の写し

２ 縦覧期間

平成１６年９月８日から１０月７日まで

３ 縦覧場所

小田町役場

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ６．０～８．０

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 １５

通常 １７

最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ２５

通常 １０

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 １．０

通常 １．０

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １０７

最大 １３２

通常 ４１０

最大 ４９０

備考 この他に雨水排水口が４ケ所ある。

変 更 前 変 更 後

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
縦１２．９メートル
横４３．３メートル
高さ１２．３５メート
ル

縦１７メートル
横８８メートル
高さ１０メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１３２立
方メートル処理

１日当たり４９０立
方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式
回分式活性汚泥法
＋凝集沈殿法＋活
性炭吸着

中和＋脱窒＋担体
法＋活性汚泥法＋
凝集沈殿法＋砂ろ
過＋活性炭吸着

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常
６．０～８．０
最大

６．０～８．０

通常
６．０～８．０
最大

６．０～８．０

通常
３．２～３．５
最大

３．０～３．２

通常
５．８～８．６
最大

５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
３００
最大
８００

通常
１０
最大
１５

通常
３，０００
最大
３，６００

通常
１７
最大
２５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
２００
最大
５００

通常
１０
最大
２０

通常
１，０００
最大
１，２００

通常
１０
最大
２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
７０
最大
１００

通常
１５
最大
２５

通常
１００
最大
１２０

通常
１０
最大
１５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
６０
最大
１２０

通常
０．８
最大
１．０

通常
３６
最大
４４

通常
１．０
最大
１．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
１０７
最大
１３２

通常
１０７
最大
１３２

通常
４１０
最大
４９０

通常
４１０
最大
４９０
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�愛媛県告示第１８７２号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条の２第

２項の規定による届出を審査した結果、次の加入区について

、同法第１１２条第１項の規定による同意があったと認めたの

で、同法第１１２条の２第３項及び漁船損害等補償法施行規則

（昭和２７年農林省令第１８号）第２６条の３の規定により告示す

る。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（今治地方局管内）

宮窪加入区

（松山地方局管内）

伊予加入区

（八幡浜地方局管内）

長浜加入区

有寿来加入区

（宇和島地方局管内）

下灘第二加入区

�������
�愛媛県告示第１８７３号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第

１項第１号の規定により、次の加入区について、漁船損害等

補償法に基づく付保義務の発生（平成１２年９月愛媛県告示第

１３１１号）による保険に付すべき義務は、平成１６年９月６日限

り消滅したので、同条第２項及び漁船損害等補償法施行規則

（昭和２７年農林省令第１８号）第２６条の３の規定により告示す

る。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（今治地方局管内）

宮窪加入区

（松山地方局管内）

伊予加入区

（八幡浜地方局管内）

長浜加入区

有寿来加入区

（宇和島地方局管内）

下灘第二加入区

�������
�愛媛県告示第１８７４号
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第２０条の規定に基づ

き事業の認定をしたので、次のとおり告示する。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 起業者の名称

西条市

２ 事業の種類

西条市一般来庁者駐車場増設事業

３ 起業地

� 収用の部分

愛媛県西条市明屋敷字四軒丁及び字町口地内

� 使用の部分

なし

４ 事業の認定をした理由

平成１６年７月２０日に、西条市から申請のあった本件事業

に関する事業認定の理由は、以下のとおりである。

� 土地収用法第２０条第１号の要件への適合性について

本件事業は、土地収用法第３条第３１号に掲げる「国又

は地方公共団体が設置する庁舎、工場、研究所、試験所

その他直接その事務又は事業の用に供する施設」に関す

る事業に該当する。

このため、本件事業は、土地収用法第２０条第１号の要

件を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第２号の要件への適合性について

起業者は、本件事業の実施年度に必要となる工事請負

費、用地補償費等の予算を計上及び計上予定しており、

本件事業が施行されることは確実と認められる。

このため、本件事業は、土地収用法第２０条第２号の要

件を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第３号の要件への適合性について

ア 本件事業は、現在、西条市の駐車場が、週に４回程

度、年度末にはほぼ毎日満車になるという状況にあり

、さらには、平成１６年１１月の２市２町（西条市、東予

市、小松町及び丹原町）の合併に伴い、来庁者の増加

により５０台分の駐車場不足が見込まれるため、それに

見合う駐車場を西条市庁舎周辺に増設するものである

。

本件事業の完成により、慢性的な駐車場不足が解消

されるとともに、新市発足に伴う駐車台数の増加にも

対応できることから、一般来庁者の利便性の向上に資

することが認められる。

よって、本件事業の施行により得られる利益は、相

当程度存在すると認められる。

イ 一方、本件事業の施行により失われる利益として周

辺環境への影響が考えられるが、本件事業が環境影響

評価法（平成９年法律第８１号）等による環境影響評価

の対象事業となっていないことから、周辺環境への影

響は極めて小さいものと考えられる。

よって、本件事業の施行により失われる利益は軽微

であると認められる。

ウ 本件事業に係る起業地の選定に当たっては、自然的

条件、社会的条件、経済的条件及び工事施行等の技術

的条件による３案の候補地の比較検討を行い、総合的

に最も優れた案を採用しているものと認められる。

また、本件事業に係る起業地の範囲は、必要最小限

に限定されているものと認められる。

エ アで述べた得られる利益とイで述べた失われる利益

を比較衡量した結果、本件事業の施行により得られる
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９２０



��������������

��������������

��������������

��������������

利益が失われる利益に優越すると認められるとともに

、ウで述べたように、本件事業の起業地は他の候補地

と比較して最も適切であると認められる。

以上により、本件事業は、土地収用法第２０条第３号の

要件を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第４号の要件への適合性について

本件事業は、�アで述べたように、合併後における一
般来庁者の利便性の向上を図るため、早期の駐車場整備

が緊急課題となっており、土地を収用する公益上の必要

があると認められるため、土地収用法第２０条第４号の要

件を充足すると判断される。

� 結論

�から�までにおいて述べたように、本件事業は土地
収用法第２０条各号の要件をすべて充足するものと判断さ

れる。

５ 土地収用法第２６条の２の規定に基づく図面の縦覧場所

西条市役所

�愛媛県告示第１８７５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８７６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８７７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局丹原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８７８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 西条久万線
西条市西之川字老野丁２１７番１から

同字丁２１５番１まで

旧 ６．０～２７．０ ０．３１６

新 １０．８～３８．０ ０．３１６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 西条久万線
西条市西之川字老野２１７番１から

同字２１７番２まで
平成１６年９月７日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 丹原小松線
周桑郡丹原町大字長野４６３番２から

同大字２３１７番１まで
平成１６年９月７日
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�愛媛県告示第１８７９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８８０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８８１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８８２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 波方環状線
越智郡波方町大字波方字高下甲３３５８番１８から

同字甲３３４７番１１まで
平成１６年９月７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡久万高原町柳井川字永野４５６２番１地先から

同町西谷字郷角１３３９０番１地先まで

旧 ５．０～５４．６ ０．７４８

新 ９．６～１２７．８ ０．７４８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡久万高原町柳井川字永野４５７３番２から

同字４５７５番２まで
平成１６年９月７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 長浜中村線
喜多郡長浜町柴甲１５８２番２地先から

同町柴甲１４８４番２地先まで

旧 ８．５～１９．１
７．９～１５．９

０．２１３
０．２０５

新 １１．４～１９．２ ０．２０５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 長浜中村線
喜多郡長浜町柴甲１５８２番２地先から

同町柴甲１４８４番２地先まで
平成１６年９月７日

愛 媛 県 報平成１６年９月７日 第１５９０号
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�愛媛県告示第１８８３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８８４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８８５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局御荘土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８８６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局御荘土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８８７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１６年９月７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３８１号 北宇和郡松野町大字蕨生１４６３番４
旧 １５．３～２９．５ ０．０６７

新 ２６．３～６６．３ ０．０６７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３８１号 北宇和郡松野町大字蕨生１４６３番４ 平成１６年９月７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和島城辺線
南宇和郡城辺町緑甲１８４０番２から

同町緑甲１８２１番２まで

旧 ６．４～２２．０ ０．１０２

新 １２．４～４１．０ ０．１０２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和島城辺線
南宇和郡城辺町緑甲１８４０番２から

同町緑甲１８２１番２まで
平成１６年９月７日

愛 媛 県 報平成１６年９月７日 第１５９０号
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検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１６今局建（開）第６号

平成１６年８月１９日

越智郡波方町大字樋口字佐郡甲２２００番７１、甲２２００番１７１及び乙７７５番
８

今治市地堀三丁目６番５号
有限会社 菊川興産
代表取締役 菊 川 範 一

１６今局建（開）第７号

平成１６年８月２４日
越智郡大西町大字脇甲９９２番２

今治市東鳥生町一丁目７番４３号
森 正 一

１６松局伊土検（開）第２７号

平成１６年８月２４日
伊予郡松前町大字鶴吉字大町１００５番２

伊予市下吾川１５１４番地２
池 内 洋 人

１６松局建（開）第９号

平成１６年８月２５日

温泉郡重信町野田二丁目４８３番１、４８４番１、４８６番、４８７番１、４９０
番１、４９１番１、４９２番１、４９３番、４９４番、４９５番、４９６番１、４８４番
１地先農道及び４８３番１地先水路

高知県宿毛市宿毛１１０８番地１
株式会社 田村商事
代表取締役 田 村 章

平成１６年９月７日 印刷
平成１６年９月７日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円９２４
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